
決 算 期

配 当 金

定 時 株 主 総 会

基 準 日

名義書換代理人

名義書換取扱場所

（お問合せ先）

名義書換取次所

１単元の株式の数

公 告 掲 載 新 聞

３月31日（年１回）

３月31日現在の株主名簿および実質株主名簿に記

載または記録された株主、登録質権者または信託

の受託者に対してお支払いします。

６月下旬

３月31日

その他、必要ある場合は、あらかじめ公告をして

定めることがあります。

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部

〒135－8722 東京都江東区佐賀一丁目17番７号

みずほ信託銀行株式会社証券代行部

電話 （03）5213－5213（代表）

みずほ信託銀行株式会社全国各支店

みずほインベスターズ証券株式会社本店および全国各支店

1,000株

東京都において発行する日本経済新聞

古紙配合率100％再生紙を使用しています

（注）貸借対照表および損益計算書については、当社ホームページに掲載

します。

ホームページアドレス　http://www.densetsuko.co.jp/

第６３期中間事業報告書
平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日

株主メモ

大豆油インキ使用 
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営業の概況

当上半期のわが国経済は、企業収益の改善や設備投

資の増加とともに、雇用情勢や個人消費が持ち直しの

動きを続けているものの、当建設業界においては、公

共投資の削減などに伴う市場の縮小から景気回復は実

感できず、受注環境は依然として厳しい状況で終始し

ました。

このような状況の中で、当社グループは営業体制の

強化を図り、全社を挙げて新規工事の受注確保に努め

ましたが、当上半期の連結受注工事高は588億円（前

年同期比86％）となり、連結完成工事高については

389億円（前年同期比99％）となりました。

利益については、工事原価の低減と経費節減に努め

ましたが、連結経常損益は13億76百万円の連結経常損

失となりました。また、連結中間純損益は、遊休不動

産および投資有価証券の売却等に伴う特別利益５億31

百万円を計上しました結果、前年同期比１億17百万円

改善し７億34百万円の連結中間純損失となりました。

なお、平成16年10月23日に発生した新潟県中越地震

の被災者の方々に対し謹んでお見舞い申しあげます。

当社は地震発生後直ちに「NDK新潟県中越地震災害

復旧総合対策本部」を設置し、鉄道関連およびその他

施設の復旧支援活動を行っております。

続きまして下半期の見通しは、景気は回復傾向にあ

るとはいえ、不安定な国際情勢や原油価格の高騰が経

済に及ぼす影響など予断を許さない状況が続くものと

思われます。

このような状況の中で、鉄道電気工事部門について

は、東日本旅客鉄道株式会社の首都圏輸送改善および

設備更新に伴う投資などから堅調に推移するものと思

われ、安全・安定輸送に寄与する体制整備を推進し業

務改善に努めます。

一般電気工事部門については、駅再開発や都市再開

発に伴う投資が期待されますが、建設市場の縮小に伴

う競争の激化など厳しい受注環境が続くものと予想さ

れることから、受注の確保に向けてコスト競争力の向

上等を推進します。

情報通信工事部門については、地上波デジタル放送

等への投資が期待されることから積極的な営業を推進

するとともに、移動体通信分野等への一層の営業展開

を図ります。

当社グループは、引き続き受注確保に向けて全力を

傾注するとともに、安全と品質の確保に努め、ローコ

スト化を徹底し、業績の向上に鋭意努力する所存です。

株主の皆様には、ますますご清栄のことと拝察申

しあげます。

平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

ここに当社第63期上半期（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）の営業の概況につきまして

ご報告申しあげます。

株主の皆様には倍旧のご支援ご鞭撻を賜りますよう

お願いいたします。

平成16年12月

お客様本位の精神で安全、確実な業務の遂行に

より顧客の信頼を高め、新たなテクノロジーの

創造をとおして社会に貢献します。

私達のテクノロジーが見守るその先には、

人々が快適に暮らす数々のフィールドがあります。

情報通信、交通、電力、オフィス、アメニティ施設

それらを支える確かな技術と優れた人材が、

都市環境に命を吹き込みます。

代表取締役社長

株主の皆様へ

井上　　健

Ｃ Ｏ Ｎ Ｔ Ｅ Ｎ Ｔ Ｓ
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科　　　　目

（負　債　の　部）

流 動 負 債

支払手形・工事未払金等

短 期 借 入 金

未 成 工 事 受 入 金

完 成 工 事 補 償 引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

44,876

20,590

1,660

14,007

58

2,817

5,742

23,441

7,487

15,292

225

436

8,494

7,792

41,802

2,277

△ 1,515

負 債 合 計

金　　　額

資 本 合 計 58,851

68,318

129,434負債、少数株主持分及び資本合計

（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分 2,264

連結財務諸表

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

金　　　額科　　　　目

84,379

16,306

13,781

7,701

39,541

2,549

4,805

△ 306

45,054

18,982

9,842

7,976

1,163

2,668

23,403

17,209

3,884

2,927

△ 619

129,434資 産 合 計

（単位：百万円） （単位：百万円）
中間連結貸借対照表（平成16年9月30日現在）

完 成 工 事 高

完 成 工 事 原 価

完 成 工 事 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

持分法による投資損失

リ ー ス 投 資 損 失

そ の 他

経 常 損 失

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

完成工事補償引当金戻入額

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

そ の 他

特 別 損 失

ゴルフ会員権等評価損

固 定 資 産 売 除 却 損

そ の 他

税 金 等 調 整 前 中 間 純 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

中 間 純 損 失

科　　　　目

38,943

34,808

4,135

5,723

1,587

366

13

200

152

155

62

57

30

4

1,376

531

105

33

236

131

25

172

44

123

3

1,017

106

△ 411

22

734

金　　　額

（単位：百万円）
中間連結損益計算書 中間連結剰余金計算書

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資本剰余金中間期末残高

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

中 間 純 損 失

株 主 配 当 金

役 員 賞 与 金

利益剰余金中間期末残高

7,792

7,792

43,201

1,399

734

618

45

41,802

（単位：百万円）

科　　　　目 金　　　額

中間連結キャッシュ・フロー計算書

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の増加額

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の中間期末残高

5,633

△ 224

△ 907

4,501

19,396

23,898

（単位：百万円）

科　　　　目 金　　　額

自 平成16年4月 1 日
至 平成16年9月30日( )

自 平成16年4月 1 日
至 平成16年9月30日( )

自 平成16年4月 1 日
至 平成16年9月30日( )
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単体財務諸表

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

破産債権、更生債権等

長 期 前 払 費 用

長 期 繰 延 税 金 資 産

そ の 他 投 資 等

貸 倒 引 当 金

金　　　額科　　　　目 科　　　　目

（負　債　の　部）

流 動 負 債

支 払 手 形

工 事 未 払 金

短 期 借 入 金

未 成 工 事 受 入 金

完 成 工 事 補 償 引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

（資　本　の　部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

中 間 未 処 分 利 益

株 式 等 評 価 差 額 金

自 己 株 式

39,335

7,728

10,475

232

13,348

49

2,106

5,396

22,083

6,820

14,699

170

393

8,494

7,792

7,792

37,108

1,386

35,463

259

2,222

△　1,504

負 債 合 計 61,419

74,989

13,352

1,373

8,268

7,601

36,774

2,224

5,676

△ 282

40,543

16,698

8,623

90

698

7,286

2,654

21,189

15,683

800

192

17

3,618

1,488

△ 611

金　　　額

資 本 合 計 54,112

115,532負 債 資 本 合 計115,532資 産 合 計

（単位：百万円） （単位：百万円）
中間貸借対照表（平成16年9月30日現在）

連結受注工事高・完成工事高

（注）連結受注工事高には不動産の賃貸等の金額は含まれてお
りません。

0

50,000

100,000

150,000

（百万円） 

連結受注工事高 

62,261

139,104

68,703

平成15年３月期 平成16年３月期 

中　間 

期　末 

136,397

58,840

平成17年３月期 
0

50,000

100,000

150,000

（百万円） 

連結完成工事高 

38,216

146,185

39,432

平成15年３月期 平成16年３月期 

中　間 

期　末 

145,749

38,943

平成17年３月期 

その他 
2.2％ 

情報通信工事 
13.8％ 

一般電気工事 
30.0％ 

鉄道電気工事 
54.0％ 

当連結中間会計期間の部門別完成工事高比率 

情報通信工事  
15.1％ 

一般電気工事 
25.8％ 

鉄道電気工事 
57.3％ 

当連結中間会計期間の部門別受注工事高比率 

その他 
1.8％ 
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単体財務ハイライト

（単位：百万円）

（経 常 損 益 の 部）

営 業 損 益

完 成 工 事 高

完 成 工 事 原 価

完 成 工 事 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 損 失

営 業 外 損 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金

そ の 他 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 営 業 外 費 用

経 常 損 失

（特 別 損 益 の 部）

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

完成工事補償引当金戻入額

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

ゴルフ会員権等評価損

固 定 資 産 売 除 却 損

そ の 他 特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 損 失

前 期 繰 越 利 益

中 間 未 処 分 利 益

科　　　　目

28,943

25,626

3,316

4,940

1,623

311

216

95

61

57

4

1,373

495

87

25

236

131

14

178

44

130

3

1,057

49

△ 394

712

971

259

金　　　額

中間損益計算書

0

50,000

100,000

150,000

（百万円） 

117,043

平成15年３月期 平成16年３月期 

中　間 

期　末 

136,028

117,087

平成17年３月期 

総資産 

136,115

115,532

株主資本・株主資本比率 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成16年３月期 平成17年３月期 
0

10

20

30

40

50%

53,615 52,75052,316

平成15年３月期 

（百万円） 

中　間 

期　末 

55,689 54,112

44.7

39.4

45.1

40.9

46.8

自 平成16年4月 1 日
至 平成16年9月30日( )

（注）受注工事高には不動産の賃貸等の金額は含まれておりません。

受注工事高 

（百万円） 

0

50,000

100,000

150,000

56,945

平成17年３月期 平成16年３月期 

112,522

48,441

109,411

49,814

平成15年３月期 

中　間 

期　末 

完成工事高 

（百万円） 

0

50,000

100,000

150,000

28,236

平成17年３月期 平成16年３月期 

120,444

28,943

118,772

28,581

平成15年３月期 

中　間 

期　末 

その他 
1.4％ 

情報通信工事 
14.7％ 

一般電気工事 
40.4％ 

鉄道電気工事 
43.5％ 

当中間会計期間の部門別完成工事高比率 

情報通信工事 
         15.3％ 

一般電気工事 
31.4％ 

鉄道電気工事 
53.3％ 

当中間会計期間の部門別受注工事高比率 
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会社の概況 （平成16年９月30日現在）

主要な営業所

創 立 年 月 日
主要な事業内容

資 本 金
上 場 株 式
従 業 員 数
連 結 子 会 社

持分法適用会社

昭和17年12月15日
当社は建設業法により特定建設業者（（特－11）第2995号）

および一般建設業者（（般－11）第2995号）として国土交通
大臣の許可を受け、発変電工事、送電線工事、電車線路工
事、電灯電力工事、情報通信工事、信号工事、建築電気設
備工事、暖冷房・空気調和設備工事、給排水・衛生設備工
事ならびに計装工事の設計・施工をいたしております。

8,494,294,383円

東京証券取引所市場第一部

2,320名

NDK総合サービス譁、NDKイッツ譁、東日本電気エンジ

ニアリング譁

譁新陽社

本 店

鉄 道 統 括 本 部

営 業 統 括 本 部

情 報 通 信 本 部

関 連 事 業 本 部

東 京 支 店

横 浜 支 店

東 関 東 支 店

北 関 東 支 店

中 部 支 店

大 阪 支 店

中 国 支 店

九 州 支 店

東 北 支 店

北 海 道 支 店

四 国 支 店

東京都台東区池之端一丁目２番23号
電話 （03）3822－8811（大代）
東京都台東区池之端一丁目２番11号
電話 （03）3822－8123豎
東京都台東区池之端一丁目２番11号
電話 （03）3822－9712豎
東京都台東区池之端一丁目２番11号
電話 （03）3822－8511豎
東京都台東区池之端一丁目２番23号
電話 （03）3822－8868豎
東京都台東区池之端一丁目２番11号
電話 （03）3822－8401豎
横浜市神奈川区鶴屋町二丁目12番８号
電話 （045）321－2441豎
千葉市稲毛区黒砂台三丁目１番１号
電話 （043）287－32011豎
さいたま市大宮区桜木町四丁目192番地
電話 （048）649－4802豎
名古屋市中村区本陣通り二丁目29番地
電話 （052）471－7161豎
大阪市北区豊崎三丁目17番15号
電話 （06）6372－35333豎
広島市東区二葉の里一丁目１番42号
電話 （082）261－2284豎
福岡市博多区博多駅前四丁目17番２号
電話 （092）431－2361豎
仙台市青葉区一番町四丁目７番17号
電話 （022）221－55011豎
札幌市北区北十六条西五丁目20番地
電話 （011）716－42411豎
高松市西内町５番11号
電話 （087）851－4185豎

北海道支店 

中部支店 

中国支店 

九州支店 

東北支店 

本　店 
鉄道統括本部 
営業統括本部 
情報通信本部 
関連事業本部 
東京支店 

大阪支店 

四国支店 

横浜支店 

東関東支店 
北関東支店 

取締役・監査役

役員の状況　（平成16年９月30日現在）

執行役員

ホームページのご案内

取 締 役 社 長
（ 代 表 取 締 役 ）

取 締 役 副 社 長
（ 代 表 取 締 役 ）

常 務 取 締 役

取 締 役 相 談 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

岡 　 哲 夫

原 　 和 安

大和田　　　徹

竹 井 秀 雄

上 席 執 行 役 員

上 席 執 行 役 員

上 席 執 行 役 員

上 席 執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

影 田 武 道

小 林 輝 雄

市 村 栄 真

村 井 正 宜

林 節

西 　 勝 也

青 木 雅 俊

大 光 雄

駒 村 賢 一

池 島 龍 彦

小 島 久 光

柴 田 広 美

小宮山　　　博

田 中 　 均

井 上 隆 次

赤 塚 吉 雄

吉 田 　 聖

中 神 種 之

鈴 木 賢 司

井 上 　 健

北 原 文 夫

森 原 良 美

榎 本 幸

佐々木　孝　一

当社はインターネット上にホームページを開設し、最新の会
社業績をはじめとするさまざまな情報をご案内しております。

ホームページアドレス　http://www.densetsuko.co.jp/


